
（単位：億円）

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２）経済対策関係経費計上分（7,926億円）と合わせて、地方交付税交付金全体で18,324億円。
（注３）うち「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」分は13,054億円。

　　合　　計 139,433 139,433　　合　　計

５．国債整理基金特別会計へ繰入 4,259

６．地方交付税交付金（注２） 10,398

７．既定経費の減額 ▲ 16,303

４．公債金 66,900

30,800

36,100

 （１）建設公債

 （２）特例公債

18,668

３．前年度剰余金受入 15,595

　　小　　計　（経済対策関係経費） 139,310

２．税外収入（注３）

1,768４．その他の経費

～誰一人取り残されない成長型経済への移行に道筋をつける～

３．国民の安心・安全の確保 47,909

～成長型経済への移行の礎を築く～

～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～

２．物価高の克服 33,897

令和６年度一般会計補正予算（第１号）フレーム

歳　　　出 歳　　　入

１．日本経済・地方経済の成長 57,505 １．税収 38,270


